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 図 1 は、国立大学法人制度の仕組みを示したものである。国立大学法人が機関や組織と 
 
図 1 国立大学法人制度の仕組み 8) 
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有機的に関係を持つ形態となっている。文部科学大臣は、六年間において国立大学法人等
が達成すべき業務運営に関する目標を中期目標として定める（国立大学法人法第 30 条第 1
項）。国立大学法人は、中期目標を示されたとき、当該中期目標に基づき、当該中期目標を
達成するための計画を中期計画として作成し、文部科学大臣の認可を受けなければならな
い（国立大学法人法第 31 条第 1 項）。 
国立大学法人評価委員会は、国立大学法人等の業務の実績に関する評価に関することな
ど、国立大学法人等に関する事務を処理させる役割を担う（国立大学法人法第 9 条）。 
経営協議会は、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関としての役割を担
う（国立大学法人法第 20 条第 1 項）。同協議会は、「中期目標についての意見に関する事
項のうち、国立大学法人の経営に関するもの」「中期計画及び年度計画に関する事項のうち、
国立大学法人の経営に関するもの」などの事項を審議する（国立大学法人法第 20 条第 4
項）。 
教育研究評議会は、国立大学の教育研究に関する重要事項を審議する機関としての役割














1.2. 第 1 期中期目標期間の制度概要 
（1） 第 1 期中期目標期間の制度設計 
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図3  各大学にとっての法人化の効果31) 
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